
 

 

１．はじめに 
都市スケール（10km 平方エリア）においては、海陸風
やヒートアイランド現象といった環境要因の影響を受け
る一方、地区スケール（100m～1km）においては周辺の騒
音、風速分布、放射強度といった、より住まい手に近い
環境要因の影響を受ける。しかしながら、地域的な環境
を扱うこれまでの研究は主に都市スケールを対象に行わ
れてきており、地区スケール程度を対象とした研究は少
ないのが現状である。 
 一方、これらの環境情報をマップ化することは、地域
の居住環境を客観的に把握するための手段として非常に
有効なものであり、また、近年では住民参加のまちづく
りが一般化してきたことで、専門家以外でも容易に環境
を認知するための手段として、視覚的に表現した「マッ
プ」は有用なものとなる。 
そこで本研究では、これらの地区スケールの環境デー

タを収集し、これらを視覚的に表現した「環境マップ」
を作成するとともに、「環境マップ」を利用した居住環
境評価手法について検討した。 
２．環境マップ項目の検討 
環境マップの項目として、地区スケールで検討すべき
自然系環境、社会系環境を取り挙げた。項目を表１に示
す。また、自治体の環境マップ整備状況の例として、既
発表文献 1)による埼玉県内市町村における環境マップ整
備状況も表に示す。 
大分類は主体、自然系、社会系とした。自然系は、音、
熱、光、空気に分類し、さらに音に関しては外部騒音、
自動車交通量とした。熱環境は風通し、地表面素材とし
た。熱の要素としては他に温度・湿度分布などが考えら
れるが、地区スケール内ではその変化は小さいため、こ

こでは項目に入れなかった。光環境は地区の日照環境を
調査するとともに、夜間の光環境として夜間照度につい
て検討した。空気環境は大気汚染を要素とした。社会系
については、地区スケールの環境に結びつきが強い、下
水道導管、都市ガス導管、電柱分布を要素として取り上
げた。 
３．環境マップ作成方法 
取り上げた項目の中から、大気汚染を除く項目につい

てケーススタディを行った。対象地区は埼玉県川口市の
川口駅東側商業地域とし、範囲は平面直角座標をもとに
250m 平方に区切った地区とした。図１に各項目について
の環境マップの一部を示す。 
①主体分布：地区スケールの居住環境の主体を、１世帯
を１点とし建築物上に表示した。住宅地図から判断し、
店舗・事務所は除いた。 
②外部騒音：対象地区の数地点において、昼間の等価騒
音レベル（Leq）を実測したデータ２)を利用した。 
③自動車交通量：この地域での平日の交通量ピーク時間
帯の 16 時～18 時に、街区内部、幹線道路を含めた４地
点にて１時間あたりの普通自動車、大型車、二輪車の通
過交通量の合計を実測した。 
④風通し：この項目については対象地区を模型化し、風
洞実験を行うことによって検討した。各計測点において
16 方位の風速比（模型が無い場合を１とした時の値）の
平均値を算出し計測点に表示した。 
⑤地表面素材：航空写真をもとに、自然地表、人工地表、
建築物の３種類に分けて５mメッシュで表した。 
⑥日照：日照時間の算出には日影計算ソフトを使用した。
全ての住棟の南面壁面中心において４ｍの高さにおける
冬至日の 8時から 16 時までの間の日照時間を算出し、住

戸ごとの日照状況を示した。 
⑦夜間照度：調査は、19 時
～21 時の間に、対象地区内
の道路（歩行空間）におい
て照度計を用い、約 30ｍの
間隔で行った。計測点の高
さは 1.5m とし、水平面照度
を計測した。 
⑧下水道導管：市下水道部
において下水道台帳の写し
を入手した。 
⑨都市ガス導管：都市ガス 

地区スケール環境マップの作成手法と利用可能性の検討 

正会員○市川 岳郎*1

 同  三浦 昌生*2

地区スケール 環境マップ  居住環境評価 同  久保田 徹*3

表１ 環境マップ項目 

分類 項目 
マップ整備 
状況（埼玉県
内市町村） 

目的・ 
位置付け 

資料・ 
調査方法 

ケース 
スタディ 

主体分布 世帯分布 × マップ利用者 住宅地図 ① 
外部騒音 △ 騒音、大気汚染 実測調査 ② 

音環境 
自動車交通量 △ 騒音 実測調査 ③ 
風通し × 熱環境 風洞実験 ④ 

熱環境 
地表面素材 × 熱環境、洪水 航空写真 ⑤ 
日照 × 日照環境 計算機 ⑥ 

光環境 
夜間照度 × 防犯 実測調査 ⑦ 

自然系 

空気環境 大気汚染 △ 大気汚染 実測調査 － 
下水道導管 ○ 衛生、情報通信網 下水道台帳 ⑧ 
都市ガス導管 × 利便、災害 ガス会社資料 ⑨ 社会系 
電柱分布 × 景観、災害 実測調査 ⑩ 
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会社より資料
を入手し配管
の状況を調査

した。低圧管、
中圧管別に表

現した。 
⑩電柱：現地に
て電気、電話、

電気・電話共用
別に電柱の分

布を調査した。 
４．地区における居住環境の評価法 
次に、これらの作成した地図を元に、居住環境の評価手法につ

いて検討した。環境マップでは詳細データを得ることはできるが、
その数値がどのような水準であるかの判断は容易ではない。適切

なランクに基づいて各要素共通の表現方法を用い、居住環境水準
を比較するための評価マップを作成した。 
 居住環境の評価方法として、250ｍ平方の地区を50ｍメッシュ

に区切り、地区内を25 のブロックに区分した。おおむね自然系、
社会系の各要素について、環境基準や、既発表文献 2)3) などによ

る基準に適合しているメッシュと、適合していないメッシュの２
段階で評価した。図２にその一例を示す。なお、自動車交通量に
ついては作成しなかった。 

５．点数化による居住環境評価の検討 
これらの評価マップをもとに、メッシュごとに点数化を行っ

た。評価マップにおいて適合メッシュ（白）を１点、非適合メ
ッシュ（黒）を０点とし、計測データがない場合は 0.5 点とし
た。対象地区Ａについて自然系、社会系の項目別に集計した結

果が図３である。自然系は５点満点、社会系は３点満点である。
黒くなるにつれて居住環境の水準が低いことを示す。この図よ

り、地区内で居住環境を早急に整備すべき地点がわかる。この
地域は全体で 1006 世帯あるが、自然系については60％が０～２
点、社会系については 23％の世帯が０～1 点の地域に居住して

いる。 
６．まとめ 

本研究では、ケーススタディを行うことで、環境マップの作
成手法について検討した。今後、地方自治体や民間事業者が都
市整備を行う際に、また、住民が自らの地区を維持管理する際

に、地区の環境を的確に捕らえるための情報として環境マップ
を作成することが望まれる。 
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図３ 居住環境の点数化 

④風通し（風速比） 

図１ 項目別環境マップ 
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